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第３節 保険医療課 

 

   〔総括概要〕 

  

 急速な少子高齢化の進展の中、国民皆保険を堅持し、医療保険制度を将来にわた

って安定的で持続可能なものとしていくため、医療費適正化事業の総合的な推進、

後期高齢者医療制度、保険者に義務付けられた特定健診・保健指導等の取組が進め

られている。 

 そのような状況の下、保険医療課では、国民健康保険事業、各種医療費助成事業、

後期高齢者医療事業及び国民年金事業など、地域住民の医療の確保と健康の保持・

増進を目指して、「いきいきと健康に暮らし続けられるまちづくり」を推進した。 

 国民健康保険事業においては、公正かつ公平な保険給付を実施したほか、生活習

慣病等の疾病予防に重点を置いた特定健康診査・保健指導事業、疾病の早期発見・

早期治療のための人間ドック（一般・脳）検診事業、医療費の適正化対策としての

レセプト点検事業などを積極的に推進した。 

 また、市町合併後、不均一となっていた国民健康保険税の税率を均一化するとと

もに、栃木市国民健康保険財政健全化計画に基づいて国民健康保険税収納率の向上

対策や医療費適正化の推進を図り、国保財政の健全化に努めた。 

 各種医療費助成事業においては、市民の保健の向上と福祉の増進を図るために、

重度心身障がい者、こども、妊産婦及びひとり親家庭に対し医療費を助成した。 

また、不妊治療を受けている夫婦に対して、経済的負担軽減を図るため、保険適

用外治療費の一部を助成した。 

後期高齢者医療事業においては、栃木県後期高齢者医療広域連合と連携を図りな

がら、各種届出書及び申請書等の受付のほか生活習慣病の早期発見・早期治療につ

なげるための健康診査事業を実施するとともに、後期高齢者医療特別会計の健全運

営に努めた。 

 国民年金事業においては、法定受託事務として各種届出の受理・進達等を行った。 

 また、納付率の低下が問題となる中、免除申請や学生納付特例等、年金受給権確

保のための各種啓発及び広報を行った。 
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 保険担当  

 

１ 国民健康保険被保険者等の状況 

 (1) 世帯数及び被保険者数  

区分 前年度末現在  本年度中増減  本年度末現在  年間平均  年度末加入率  

世帯数 23,528 世帯    △39 世 帯 23,489 世帯 23,682 世帯 43.2 ％ 

被保険者数 43,920 人   △680 人 43,240 人 43,902 人 29.5 ％ 

※年間平均 国保資格者数は毎月変動するため、毎月末数を合算し12で除したもの。 

※年間平均世帯数内訳 一般被保険者：21,709世帯 退職被保険者：1,973世帯 

※年間平均被保険者数内訳 一般被保険者：40,991人 退職被保険者：2,911人 

※年度末加入率 栃木市の人口と世帯数に対して国保加入者の割合。 

 (2)  退職被保険者等の適用状況 

退職被保険者数 扶養者数 計 （Ａ） 被保険者数(Ｂ) 退 職被 保 険 者 等 の割 合(A)/(B) 

1,857 人 735 人 2,592 人 43,240 人 6.0 ％ 

 

２ 国民健康保険運営協議会 

 (1)  国保運営協議会協議事項 

 (2)  国保運営協議会委員定数  18人       (単位:人) 

区   分 被保険者代表 保険医･薬剤師代表 公益代表 

人  数     6        6        6    

 

３ 保険給付状況 

 (1) 療養給付費 

区分 件数(件) 費用額(円) 保険者負担分(円) 
一部負担金

(円) 

他法負担分(円) 

他法優先 国保優先 

一般分 597,217 11,979,699,491 8,695,579,449 2,928,382,054 - 355,737,988 

退 職者 分  48,679   996,534,166 697,082,556   285,768,685 - 13,682,925 

計 645,896 12,976,233,657 9,392,662,005 3,214,150,739 - 369,420,913 

(注１) 平成24年3月～平成25年2月診療の12か月分の療養給付費である。 

年月日 協  議  事  項 協議事項の処理 

7月11日

(水) 

1 会長、職務代理者の選挙について  会長に大武委員、職務代理  

者に海老原委員を選出  

2月21日

(木) 

 1 平成25年度栃木市国民健康保険特別会計予算 

 （案）について 

原案どおり承認 

 

 2 第2期特定健康診査等の実施に関する計画（案）

の策定について 

原案どおり承認 

 

3  栃木市国民健康保険財政健全化計画の進捗状況

について 

原案どおり承認 
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(注２) 入院時食事療養費、生活療養費標準負担額差額代は含まれていない。 

 (2) 療養費 

区分 件数(件) 費用額(円) 保険者負担分(円) 
一部負担金

(円) 

他法負担分(円) 

他法優先 国保優先 

一般分  14,049   146,662,255 106,821,566 35,887,767 - 3,952,922 

退 職者 分  1,078   11,211,233     7,917,605   3,293,628 - - 

計 15,127   157,873,488   114,739,171   39,181,395 - 3,952,922 

 (3) 高額療養費 

区分 件数(件) 支給額(円) 

一般分 15,540 1,068,517,895 

退 職者 分       929          101,414,506 

計 16,469 1,169,932,401 

(4) 高額介護合算療養費 

区分 件数(件) 支給額(円) 

一般分  18 323,860 

退 職者 分        1               12,951 

計   19     336,811 

(5) その他の給付 

区  分 件数(件) 支給額(円) 備  考 

出 産 育 児 一 時 金 173 71,762,604 
産科医療保障制度対象出産の場合 １件当たり

42万円、対象外出産の場合１件当たり 39万円  

葬 祭 費 284 14,200,000 １件当たり５万円 

    計       457 85,962,604  

 

４ 医療費総費用額（療養給付費・療養費）の状況 

区分 総件数(件) 総費用額(円) 
1件当たり 

費用額(円) 

1人当たり 

費用額(円) 

1世帯当たり 

費用額(円) 

一般  611,266   12,126,361,746    19,838     295,830     558,587 

退職   49,757    1,007,745,399   20,253    346,185     510,768 

計  661,023   13,134,107,145   19,869     299,169     554,603 

  ※1件当たり費用額 総費用額を総件数で除したもの。 

  ※1人当たり費用額 総費用額を１に記載の年間平均被保険者数で除したもの。 

  ※1世帯当たり費用額 総費用額を１に記載の年間平均世帯数で除したもの。 

 

５ 月別の療養給付費保険者負担分（単位：円） 

   年度  

 月 
平成24年度 

3 795,692,567   
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4 752,806,177  

5 790,430,713  

6 791,066,192  

7 803,978,551  

8 756,514,742  

9 740,173,052  

10 840,489,730  

11 788,975,036  

12 800,420,794  

1 776,300,570  

2 755,813,881  

計 9,392,662,005  

 (注)一般被保険者分と退職被保険者分の合算分 

 

６ 老人保健拠出金の状況                      （単位：円） 

医療費拠出金 事務費拠出金 計 

- 103,453 103,453 

 

７ 介護給付費納付金の状況 

第2号被保険者数（人） 介護給付費納付金（円） 

16,660 989,101,076 

 (注) 第2号被保険者数は、40歳以上65歳未満の国保被保険者数 

 

８ 高額医療費共同事業医療費拠出金と交付金の状況      （単位：円） 

拠出金(A) 交付金(B) 差引交付金の増減額(B)-(A) 

348,885,870 364,158,465 15,272,595 

 

９ 保険財政共同安定化事業拠出金と交付金の状況             （単位：円） 

拠出金(A) 交付金(B) 差引交付金の増減額(B)-(A) 

1,475,565,282 1,434,966,806 △40,598,476 

 (注) １件30万以上の医療費が対象。 

 

10 人間ドック検診状況 

実施人数（人） 備     考 

一般  568 

    一人当たり費用額の1/2に相当する額を助成する。 脳   103 

宿泊   69 
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11 医療費通知実施状況 

回数 対象月 
件数（件） 

発送月 
全 体 本庁分 

1 平成 23 年 12 月・平成 24 年 1 月診療分 18,924 10,491 6 月 

2 平成 24 年 2・3 月診療分 19,283 10,703 8 月 

3 平成 24 年 4・5 月診療分 19,058 10,594 10 月 

4 平成 24 年 6・7 月診療分 18,975 10,652 12 月 

5 平成 24 年 8・9 月診療分 18,743 10,438 2 月 

6 平成 24 年 10・11 月診療分 19,107 10,637 3 月 

計 114,090 63,515   

  

12 国民年金適用関係 

 (1)  国民年金被保険者数 

区         分 人 数（人） 

第 １ 号 被 保 険 者 21,257    

第 ３ 号 被 保 険 者 10,341  

計 31,598  

 (2) 国民年金関係諸届の受理件数                                      （単位：件）  

種        別 全  体 本庁分 種        別 全  体 本庁分 

新 規 取 得 届 1,004 617 転 居 届 788 566 

新 規 取 得 申 出 - - 氏 名 変 更 届 352 270 

再 取 得 届 1,943 1,066 訂正･取消･不在 50 37 

再 取 得 申 出 23 16 転 出 届 1,026 677 

付加年金取得届 65 48 法定免除該当届 142 116 

付加年金喪失届 8 - 法定免除消滅届 24 17 

資 格 喪 失 届 867 503 手 帳 再 交 付 届 83 28 

資 格 喪 失 申 出 15 8 種 別 変 更 届 551 326 

死 亡 届 80 62 そ の 他 78 - 

転 入 届 811 566 計 7,910 4,923 

 

13 国民年金保険料免除関係 

(1) 免除者数 

  種      別 被保険者数（人） 

法 定 免 除 1,288  

申 請 免 除 （ 全 額 免 除 ） 2,317  

      〃   （ 3 / 4 免 除 ） 224  

      〃   （ 半 額 免 除 ） 137  
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      〃   （ 1 / 4 免 除 ） 97  

若 年 者 納 付 猶 予 444  

学 生 納 付 特 例 1,950  

計 6,457  

(2) 免除申請受付件数                                            （単位：件） 

種           類 全  体 本庁分 

免除・納付猶予申請 3,394 2,161 

学 生 納 付 特 例 申 請 1,149 833 

 

14 国民年金請求受理件数               （単位：件） 

給 付 種 類 全  体 本庁分 

老齢基礎年金 90 51 

障害基礎年金 77 53 

遺族基礎年金 1 1 

寡 婦 年 金 2 - 

死 亡 一 時 金 27 14 

未 支 給 年 金 174 16 

老齢福祉年金 - - 

計 371 135 

 

15 福祉年金関係受理件数                     （単位：件） 

種   類 老   齢 障   害 計 

定 時 届 1  1,167  1,168  

諸 届 -  -  -  

計 1  1,167  1,168  

 

16 年金相談窓口関係 

  月平均相談件数                （単位：件） 

相  談  の  内  訳 全体 本庁 

来  訪  相  談 330 188 

電  話  相  談 77 43 

文  書  相  談 1 1 

計 408 232 

 

 医療給付担当  

  

１ 重度心身障がい者医療費助成 

  重度心身障がい者の保健の向上と福祉の増進を図るため、身体障害者手帳の交付を受
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けた1級又は2級の人、3級又は4級でＩＱ（知能指数）50以下の人並びに療育手帳の交付

を受けたＡ1又はＡ2又はＩＱ35以下の人の医療費（保険診療自己負担分）を助成した。 

  ・支給状況 【別表1】重度心身障がい者医療費助成支給状況参照 

  ・障がい別登録人員                        （単位：人）  

 障 が い の 程 度 
登   録   人   員 

23年度末現在(24.3.31)数 24年度末現在(25.3.31)数 

  身体の障がいが1級の者            1,592（ 891）  1,590（ 879） 

  身体の障がいが2級の者            884（  509）  878（  508） 

  ＩＱが35以下の知的障がい者        318（   15）  317（   17） 

  身体の障がいが3～4級でIQが50以下の重複障がい者      13（    -）  13（    -） 

合            計  2,807（1,415）  2,798（1,404） 

   ※（ ）内の数は、後期高齢医療該当者である。 

 

２ こども医療費助成 

  子どもの疾病の早期発見と治療を促し、子どもの健やかな成長と発育を図るため、出

生した日から中学校3年修了時までの子どもの医療費（保険診療自己負担分）をその保

護者に助成した。 

  ・支給状況 【別表2】こども医療費助成支給状況参照 

 

３ 妊産婦医療費助成 

  妊産婦の疾病の早期発見と治療を促進して母子保健の向上を図るため、妊娠の届出（母

子健康手帳の交付）月の初日から出産した月の翌月の末日までの妊産婦の医療費（保険

診療自己負担分）を助成した。 

  ・支給状況 【別表3】妊産婦医療費助成支給状況参照 

 

４ ひとり親家庭医療費助成 

  ひとり親家庭の親と子の心身の健康の保持及び福祉の増進を図るため、18歳未満の児

童のいるひとり親家庭の親と子等（父母のない18歳未満の児童を現に扶養している配偶

者のない人及び児童を含む。）で児童扶養手当法の所得制限額未満の人の医療費（保険

診療自己負担分）を助成した。 

  ・支給状況 【別表4】ひとり親家庭医療費助成支給状況参照 

 

５ 各種医療費助成対象者数（受給資格者証交付数）           （単位：人）                             

種     別 23年度末現在(24.3.31)数 新規(交付) 資格喪失 24年度末現在(25.3.31)数 

重度心身障がい者医療費助成 2,807 220 229 2,798 

こども医療費助成 18,255 1,452 1,344 18,363 

妊産婦医療費助成 1,628 1,033 996 1,665 

ひとり親家庭医療費助成 2,673 348 104 2,917 

計 25,363 3,053 2,673 25,743 
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６ 不妊治療費補助金 

  不妊治療を受けている夫婦の経済的負担の軽減を図るため、保険適用外治療費から県

等の給付金を控除した額を基準額として、その２分の１の額（10万円を限度に通算5回）

を補助した。  

補助件数 （件） 101 

治療費総額（円） 36,049,231 

補助金総額（円） 7,229,600 

 

７ 後期高齢者医療制度 

 平成 20 年 4 月 1 日から老人保健制度に替わり、栃木県後期高齢者医療広域連合を 

運営主体とする後期高齢者医療制度が開始されており、市の窓口では資格及び給付関係

の申請受付等を行った。 

(1)  被保険者数                           （単位：人） 

被保険者数 障害認定者数（再掲）  

男 女 合計 男 女 合計 

7,294 11,764 19,058 303 212 515 

※障害認定者 一定の障害のある 65 歳以上 75 歳未満の方 

(2)  各種申請書等受付件数    （単位：件） 

申請書種類 件 数 

資格関係届出 2,725 

高額療養費申請 1,267 

その他の療養費申請 1,558 

葬祭費申請 1,250 

被保険者証等再交付申請 775 

合   計 7,575 

(3)  健康診査受診状況         

受診者数 （人） 4,471 

健診委託料（円） 32,866,954 
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 【別表１】重度心身障がい者医療費助成支給状況 

     区分 

保険の種別 

登録人員

(人) 

助成件数

(件) 
医療費総額(円) 一部負担金額(円) 

控除額(円) 
支給額(円) 

高額療養費給付額 附加給付額 自己負担金額 計 

国民健康保険 838 15,971 1,351,562,326 113,380,135 24,110,942 - - 24,110,942 89,269,193 

社会保険 556  8,940 665,714,328  61,591,832 10,388,982 2,528,739 - 12,917,721 48,674,111 

後期高齢者医療 1,404 24,985 1,814,170,070 96,576,113 13,754,945     - - 13,754,945 82,821,168 

合    計 2,798 49,896 3,831,446,724 271,548,080 48,254,869 2,528,739 - 50,783,608 220,764,472 

   

 【別表２】こども医療費助成支給状況 

     区分 

保険の種類  

登録人

員(人) 

助成件数

(件) 
医療費総額(円) 

一部負担金額

(円) 

控除額(円) 
支給額(円) 

高額療養費給付額 附加給付額 自己負担金額  計 

３歳

未満 

国民健康保険  12,091 109,540,560 19,734,358 - - - - 19,734,358 

社会保険 4,085 52,131 443,889,109 89,069,153 55,308  54,504 - 109,812 88,959,341 

計  64,222 553,429,669 108,803,511 55,308  54,504   - 109,812 108,693,699 

３歳

以上 

国民健康保険  23,885 185,345,708 44,689,825 1,164,674       - - 1,164,674 43,525,151 

社会保険 14,278 129,094 885,262,402 223,848,883 3,392,819 1,892,725 - 5,285,544 218,563,339 

計  152,979 1,070,608,110 268,538,708 4,557,493 1,892,725 - 6,450,218 262,088,490 

入院

時食

事療

養費 

一  般  (1食260円)    4,160           4,160 

低所得者(1食210円) - - 

低 所得 者 長 期 該 当(1食160円)           -           - 

計 4,160 4,160 

合計 18,363 217,201 1,624,037,779 377,346,379 4,612,801 1,947,229 - 6,560,030 370,786,349 
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 【別表３】妊産婦医療費助成支給状況 

     区分 

保険の種類     

登録人員

(人) 

助成件

数(件) 
医療費総額(円) 

一部負担金額

(円) 

控除額(円) 
支給額(円) 

高額療養費給付額 附加給付額 自 己負 担 金 額 計 

国民健康保険    299 1,140  33,017,570 6,632,556  598,008         -  -  598,008  6,034,548  

社会保険   1,366 5,629 145,015,821 34,230,031 5,526,175  2,534,537  -  8,060,712  26,169,319  

合  計  1,665 6,769 178,033,391 40,862,587   6,124,183  2,534,537 - 8,658,720 32,203,867 

 

 【別表４】ひとり親家庭医療費助成支給状況 

保険の種類 登録人員    
助成件数

(件) 

医療費総額

(円) 

一部負担金額

(円) 

控除額(円) 
支給額(円) 

高 額療 養 費 給 付 額 附 加 給 付 額 自 己負 担 金 額 計 

国民健康保険 
  615世 帯  

1,412人  
10,476 105,529,204 26,931,183 1,476,158 - - 1,476,158 25,455,025 

社会保険 
623世帯  

1,505人 
10,685  92,947,046 24,866,610 1,239,689 26,400 - 1,266,089 23,600,521 

合    計 
1,238世 帯  

2,917人  
21,161 198,476,250  51,797,793  2,715,847 26,400 - 2,742,247  49,055,546 

  


